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研究成果の概要（和文）：高等教育の費用負担と学生に対する経済的支援および情報ギャップの問題について、
米英仏豪中韓と日本との国際比較と既存調査の再分析により、日本の現状と問題点を明らかにした。これらに基
づき、全国高校調査を実施した。これらの分析から、情報ギャップに対する高校や大学さらに政策の対応が不十
分であり、情報提供の体制の構築が急務であることが明らかにされた。とくに、家計急変に対して支援が不十分
であり、早急な対応が求められることを明らかにした。「新しい経済政策パッケージ」はこれらの課題に対応す
るものであるが、高等教育の授業料減免と給付型奨学金の提案について、多くの問題点があることを指摘した。

研究成果の概要（英文）：Our comparative study of family burdens of higher educational expenditure 
and student financial aid and so called "information gap" among England, the United States, France, 
Australia, China, and Korea suggests these problems are very serious especially in Japan. 
Furthermore, we made a national survey of high school, and makes the problems and challenges in 
student financial aid and information gap. And we intensively examine the "New Economic Policy 
Package" in 2017, a brand new and very huge student financial aid program. We find a lot of problems
 in this package and propose the reform of the student financial aid programs.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
アメリカ、イギリス、フランス、オーストラリア、中国、韓国の授業料と奨学金制度を日本と比較して検討する
ことによって、授業料や奨学金制度および情報ギャップの問題を分析する際の計量的アプローチと基礎的知見を
提供することができた。また、全国高校調査から、情報ギャップの存在と新しく導入された奨学金制度に高校現
場が十分対応できていないため、早急な対応が必要であることを示した。さらに、社会的にも、これまでの奨学
金制度と新しく創設される授業料減免や給付型奨学金制度のあり方を改善に資する課題を指摘した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 わが国の現在の高等教育費の公的負担の割合は先進国の中で最低水準にあり、家計負担

が OECD加盟国中最も重い国のひとつである。こうした教育費負担のあり方は、わが国の

高等教育が授業料に依存する私立大学を中心として発展してきており、公的奨学金も 2016

年度まで全て貸与であったことによる。この背景には、国民が子どもの教育に対して強い

希望を持ち、費用負担をしてきたことがある。しかし、こうした負担構造のため、近年所

得格差が拡大するにつれ、進学について所得階層間格差も拡大していることが申請者らの

調査で明らかにされてきた。たとえば、申請者が科研費基盤（Ｂ）による高校生の保護者

調査で明らかにしたのは、私立大学進学率の所得階層間格差が維持されているとともに、

それまで国公立大学では所得階層による進学率の格差がほとんど見られなかったのが、年

収 400 万円以下の低所得層と 1,000 万円以上の高所得層では進学率に３倍近い（7.4％と

20.4％）格差が生まれていることであった。現状のままでは、こうした高等教育機会の格

差が固定化あるいはさらに拡大する恐れがある。こうした実証研究の成果にもとづき、日

本学生支援機構第１種奨学金（無利子）の一部で所得連動型返還制度が 2012 年度より実

施され、さらに「新しい経済政策パッケージ」で約 7,600億円の授業料減免と給付型奨学

金が提唱されるなど、政府も様々な教育費負担の軽減策を打ち出している。 

 しかし、今日の逼迫した公財政の状況では、これ以上単に教育に対する財政支出を増加

することは困難である。こうした中で、教育費の負担をどのように分担すべきか、また、

具体的にどのような負担と学生支援のあり方が望ましいか、早急に検討する必要がある。

現在でも、高等教育に対して様々な公的支出がなされている。問題はこれらのプログラム

が個々ばらばらに教育費の負担軽減のために支出されており、学生支援としての教育費の

公的負担のあり方として、包括的・統一的に検討されてこなかったことである。 

 また、授業料減免や奨学金が、進路決定や学生生活にいかなる効果を持つかについては、

英米などでは膨大な実証研究が蓄積されている。これに対して、近年わが国ではようやく

本格的な奨学金の研究が始められたところである。こうした点について、実証的に現状を

明らかにし、諸外国の例を参考に、公的負担額や未返済額の推計を含む具体的な教育費負

担の制度設計を図ることは最重要な課題となっている。 

 また、教育費や学生支援についての学生や保護者の情報に大きなギャップがあることが

各国とも大きな問題になり、教育費とりわけローンに関する知識や理解といった金融リテ

ラシーを向上させるために、金融教育が大きな課題になっている。しかし、これについて

も日本ではほとんど研究されておらず、実態が明らかではなく、この解明のための調査研

究が必要である。 

２．研究の目的 

  本研究の目的は高等教育の費用負担と学生に対する経済的支援について、国際比較と調

査統計分析により、日本の現状と問題点を明らかにすることによって、今後の費用負担と

経済的支援の在り方について、具体的な政策に資する基礎的知見を得ることである。また、

経済的な支援のみならず、進学に要する費用に関する生徒や保護者の情報の認知度と、そ

れに大きな影響を与える学校等の進路指導やガイダンスなどの実態を明らかにし、学生へ

の経済的支援に関する情報提供の在り方について、具体的な制度設計を含めた政策的提言

をすることを目的としている。さらに、収集した調査データを広く研究者に公開すること

によって、いっそうの研究の進展を図ることをもう一つの目的とする。さらに、これらの

研究活動を通じて、内外の研究者と学術交流を推進することも目的としている。 



３．研究の方法 

 本研究では、最終的に具体的な政策提言を行うことを念頭において、次の 2つのアプロ

ーチを中心に研究をおこなう。 

（１）教育費負担と学生支援に関する文献調査ならびに海外実地調査 

（２）教育費負担と学生支援の実態および社会的効果と情報ギャップに関する国内調査お

よび統計的データ分析 

（１）教育費負担と学生支援に関する文献調査ならびに海外実地調査 

 まず、教育費負担と学生支援の現状について、主要国の理念・目的・概要について、既

存の文献・調査や各国の関係機関のホームページ等から情報を収集し、日本と対比して検

討した。 

近年の高等教育改革はきわめて急速に進展している。海外実地調査については、他の事業

及び連携研究者の協力によって、イギリス・フランス・中国・韓国について、実施し調査

の結果を基に検討を進めた。とくに、高等教育の費用負担と学生に対する経済的支援につ

いて、米英仏中韓と日本との国際比較により、日本の現状と問題点を明らかにした。英仏

など公財政が逼迫している国でも給付型の支援が手厚く行われている。また、中国や韓国

でも近年公的支援を大幅に拡充している。また、特にアメリカでは支援の高等教育機会や

休学・中退防止に対する効果の検証研究や情報ギャップの研究が多数なされているが日本

での研究は進んでいない。とくに、学生への経済的支援と情報ギャップおよび金融リテラ

シーに関する研究や施策が最も進んでいるアメリカを対象に調査を実施し、知見を得るこ

とに努めた。 

（２）教育費負担と学生支援の実態および社会的効果と情報ギャップに関する国内調査お

よび統計的データ分析 

教育費負担の構造と学生支援の現状については、申請者が利用可能な既存調査がある。こ

れらの調査は、申請者がデータベース化しており、これらの原データの再分析を行い、教

育費の負担状況、奨学金受給状況、さらに奨学金の高等教育機会や学生生活に関する効果

を明らかにした。 

 さらに、高等学校における学生への経済的支援に関する情報の提供やガイダンスの実施

状況について、全国の高校の２分の１を対象としたアンケート調査を実施する。 

４．研究成果 

 広く学生支援と情報ギャップと教育費負担に関する国内外の現状とりわけ、所得連動型

学資ローンと情報ギャップについて、各国および日本の先行研究や資料を収集、整理し、

検討した。2017 年度から導入される日本学生支援機構第 1 種奨学金の新所得連動型奨学

金返還制度は、従来の定額返還型に比べ、格段に複雑性を増している上に、従来の定額型

と新所得連動型の選択制になるため、高校・大学関係者や高校生・大学生・その保護者等

に周知がきわめて重要になる。しかし、こうした奨学金や学資ローンについて、十分な情

報を持たないために、学生への経済的支援が効果をあげないことは、アメリカ・イギリス・

中国などで先行研究がなされており、それらを中心に、新制度の設計に資する知見を得る

ための検討をした。 

 この結果から、日本でも高等教育機関への進学以前に生徒や保護者に対するガイダンス

や学生相談などを早急に充実させる必要性が示された。このため、平成 28 年度文部科学

省先導的大学改革推進委託事業「家庭の経済状況・社会状況に関する実態把握・分析及び

学生等への経済的支援の在り方に関する調査研究」と連携して、ハローワーク、高校、関



連 NPO などに訪問調査を行い、これに基づき高卒者保護者調査を実施し、情報ギャップ

と教育費負担の実態の把握に努めた。とくに、高校訪問調査から、生徒への学生支援のた

めの情報提供ができにくいことなどが明らかになった。これらの知見に基づき、全国高校

調査を実施した。全国国公私立高校 5,123 校から半数を無作為抽出し、1,245 校から回答

を得た(回収率 57.6%)。回答は、「奨学金の担当者あるいは奨学金に最も詳しくご存じの方」

に依頼した。この全国高校調査から、経済的な支援のみならず、進学に要する費用や支援

に関する生徒や保護者の情報の認知度と、それに大きな影響を与える学校等の進路指導や

ガイダンスなどの実態を明らかにした。高校の奨学金担当者あるいは最も詳しい方を回答

者としたにもかかわらず、日本学生支援機構奨学金制度がわかりにくく、保護者の理解も

進んでいない。複雑化する奨学金制度に対して、学習・研修する機会に乏しく、高校の奨

学金事務が非常に負担となっていること、生徒・保護者の理解を得るのが難しいことが示

された。かつては家庭の経済的状況を把握することによって、奨学金などの支援を高校側

が積極的に実施することが可能であったが、現在ではプライバシーなどの観点から困難に

なっていることが明らかにされ、このことがさらに高校の負担感を増しているという深刻

な状況が明確に示された。また、高校生活科の教科書の分析からも、情報提供が十分なさ

れていないことが示された。 今後、さらに学生支援制度が拡充することになれば、情報ギ

ャップの問題はより深刻化することが懸念される。こうした状況に対して、今後の支援、

さらに、 学生や保護者への情報提供のあり方について、所得連動型奨学金返還制度の改善

など具体的な政策的提言を行った。 

 既存調査統計の再分析に関しては、日本学生支援機構・国立教育政策研究所「学生生活

調査」や平成 28 年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「家庭の経済状況・社会状

況に関する実態把握・分析及び学生等への経済的支援の在り方に関する調査研究」の高卒

者保護者データを、過去 3回の調査結果と比較して分析した。こうした調査データの分析

から、教育格差と教育費負担および情報ギャップに対する政策的対応が不十分であること

が明らかにされた。また、2017年 12月に公表された「新しい経済政策パッケージ」のう

ち、高等教育の授業料減免と給付型奨学金についての提案についても、その問題点を検討

した。 

 教育費の負担については、既存資料の分析から、機関補助と個人補助の現在の公的負担

の規模を推計するとともに、この問題を今後検証する基本的な枠組みを構築した。また、

奨学金に関する情報の認知が低所得層ほど弱いことなど，日本高等教育学会等で報告した。 

国際学術交流については、2017年 10月に国際シンポジウム「大学全入時代の費用負担・

公的支援のあり方を考える」（日本経済センター）が開催され、オーストラリアの HECS

と日本の新所得連動型奨学金制度の比較について報告するとともに、招聘研究者と意見交

換し、今後の研究協力について検討した。科研費交付額の申請額に対する削減のため、計

画していた海外実地調査については、国際会議の前後にオーストラリア・イギリスの研究

者から各国の所得連動型奨学金について、情報提供と意見交換を行うことで代えた。とり

わけ、ユニヴァーサルでない日本の新所得連動型奨学金返還制度の課題が明らかにされた。 

さらに、2018年 11月 21−22日にこれらの研究活動を通じて得た知見を元に、米中韓の

研究者と国内の研究者との学術交流を推進するため、国際ワークショップを開催するとと

もに、その成果を報告書およびワーキングペーパーとして刊行した。 
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